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（総　　　　則）

第１条　平成２９年度高根沢町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　石綿セメント管更新事業 千円

②　市街地管網整備事業 千円

③　区画整理地区配水管布設事業 千円

④　浄水場・配水池耐震補強事業 千円

⑤　緊急遮断弁設置事業 千円

⑥　水道施設改良事業 千円８２，３５５

４，０００

５９，５００

１１，０００

１１８，０００

３０，０００

平 成 ２ ９ 年 度   高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 戸 数

年 間 給 水 量

主要な建設改良事業

１１，６３１

２，４００，４８９

６，５７７一 日 平 均 給 水 量
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

５７６，３０６

５２８，４６８

４８６，８８２

３６，４８６

予 備 費

収 益 的 収 入 及 び 支 出

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

５３５，２９８

４１，００６

２

１００

５，０００

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益



（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円企 業 債 償 還 金 １０８，１３９

４０，０００

１０８，１３９千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 ３１２，７９５

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

４２０，９３４

１

当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額　１７，２８９千円、過年度損益勘定内部留保資金　２３８，３０９千円、減債積立金

５７，１９７

１７，１９５

１

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入

出 資 金

負 担 金

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　３６３，７３７千円は、
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（ ）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（ ）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

各項相互の間における経費の流用額が１００千円以内である場合

（ ）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円４９，４３８

予定支出の各項の経費の金額の流用

一 時 借 入 金

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費

債務負担行為

事　　　　　項 期　　　　　間 限　度　額

包 括 的 民 間 委 託 平 成 ３ ０ 年 度 か ら 平 成 ３ ４ 年 度 ま で

千円

２７５，２９５



（ ）

第９条 たな卸資産の購入限度額は、８，２５２千円と定める。

平成２９年　２月２８日　提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

たな卸資産購入限度額
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１ ３０１

２ ３０４

３ ３０５

４ ３１１

５ ３１２

６ ３１４

７ ３１９

平成２９年度高根沢町水道事業会計予算に関する説明書

平 成 ２ ８ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

平 成 ２ ９ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

平 成 ２ ８ 年 度 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



収　　入

1

1

1  水道料金

2

3  手数料、負担金、水道加入金等

2

1  預金利息

2  企業債利息償還に対する一般会計からの補助

3

4

5  長期前受金収益化額

6

3

1

2

1

28,625

1

1

1,315

976

41,006

38,712

特 別 利 益

営 業 外 収 益

535,298営 業 収 益

1

1

1

2

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

平 成 ２ ９ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

予 定 額 備 考目

（単位　千円）

款

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

項

水 道 事 業 収 益 576,306

506,672

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

消 費 税 還 付 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入
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支　　出

1

1

1  取水浄水設備の維持管理に要する経費

2  配水給水設備の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1

 企業債償還利息

2  消費税及び地方消費税納付額

3  その他雑支出

3

1  水道料金不納欠損処分費

4

1

100,775

予 定 額

486,882

528,468

5,000

250,740

6,207

36,486

2

93,685

150

100

100

5,000

資 産 減 耗 費

26,336

支 払 利 息 及 び

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

特 別 損 失

予 備 費

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

款 項 目

受 託 工 事 費

総 係 費

消 費 税

雑 支 出

（単位　千円）

企 業 債 取 扱 諸 費

35,473

10,000

備 考

減 価 償 却 費



　

収　　入

1

1

1  企業債元金償還に対する一般会計からの繰出し

2

1

3

1  水道施設等耐震化事業交付金

4

1

支　　出

1

1

1  石綿セメント管更新事業等に要する経費

2  出庫水道メーター価額等

2

１  企業債償還元金

7,940

312,795

304,855

款

1

40,000

1

出 資 金

資 本 的 収 入

備 考

17,195

目 予 定 額

17,195

57,197

資 本 的 収 入 及 び 支 出

108,139

108,139

水 道 改 良 費

40,000

1

1

項

項

資 本 的 支 出

出 資 金

負 担 金

国 庫 補 助 金

固定資産売却代金

款

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

（単位　千円）

負 担 金

国 庫 補 助 金

予 定 額

420,934

営 業 設 備 費

有 形 固 定 資 産 売 却 代 金

目

企 業 債 償 還 金
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出

　　　人件費支出

　　　その他の事業支出

　　　貯蔵品の購入による支出

　　　営業収入

　　　負担金、補助金等収入

　　　小計

　　　利息の支払額

　　　利息の受取額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　国庫補助金等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の償還による支出

　　　出資金による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

平 成 ２ ９ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△１０８，３８２千円

９２９，３３５千円

△４９，４３８千円

△１７９，５０４千円

△８，２５１千円

５２９，７３４千円

６，４６９千円

２７３，７３７千円

△２６，３３５千円

１，３１５千円

２４８，７１７千円

△２５，２７３千円

８２０，９５３千円

△３０６，１５５千円

４０，０００千円

△２６６，１５５千円

△１０８，１３９千円

１７，１９５千円

△９０，９４４千円



 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
6

23,936 17,618 41,554 7,344 48,898

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

23,936 17,618 41,554 7,344 48,898

損益勘定支弁職員
( )
6

25,776 18,308 44,084 8,266 52,350

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

25,776 18,308 44,084 8,266 52,350

損益勘定支弁職員
( )

△ 1,840 △ 690 △ 2,530 △ 922 △ 3,452

資本勘定支弁職員

合 計
( )

△ 1,840 △ 690 △ 2,530 △ 922 △ 3,452

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

前年度

比 較

区 分

給 与 費

備 考

給   与   費   明   細   書

合 計

本年度

法 定 福 利 費

（単位　千円）
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（単位　千円）

区 分

本 年 度 930 250 1,175 5,422 3,734 860

前 年 度 432 250 1,165 5,920 3,891 963

比 較 498 10 △ 498 △ 157 △ 103

区 分

本 年 度 60 174 5,013

前 年 度 174 5,513

比 較 60 △ 500

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料 13

112

△ 1,965

手 当 269

△ 959

時 間 外 勤 務 手 当通 勤 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当管 理 職 手 当

退 職 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当

△ 1,840

△ 690

増 減 額

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

 説       明 備   考

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

増  減  事  由  別  内  訳

期末手当 23　勤勉手当 197
扶養手当 108　退職手当 △59



 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 146,100円 高校卒 146,100円 技能職 143,500円

短大卒 158,800円 短大卒 158,800円

大学卒 178,200円 大学卒 178,200円

技能職 143,500円

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

技　能　労　務　職

企　　業　　職

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 与 月 額

49歳 3月

平 均 年 齢

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

357,141円

396,832円

技　能　労　務　職

平 成 28 年 1 月 1 日 現 在

49歳 2月

平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

364,560円

411,682円
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

　（級別の標準的な職務内容）

計

平 成 28 年 1 月 1 日 現 在

3　級

4　級

5　級

1　級

2　級

7　級

6　級

（ ） （ ）

（ ） （ ）
1 16.7

課 長 補 佐 課 長係 長

3 級

主 査

5 級 6 級4 級

計 （ ）

7 級

（％）

参 事

（ ）

（ ）

（ ）

6
（ ） （ ）

100.0
（ ）

（ ）
16.61

（ ） （ ）
1 16.7

（ ） 3　級50.0
（ ）

2　級（ ）

計

（ ）

計（ ） （ ）
100.05

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

20.01

5　級 （ ） （ ）
20.0

4　級 （ ） （ ）
1

3　級（ ） （ ）
40.0

20.0

2

（ ） （ ） （ ）2　級

（ ） （ ）

（ ）

1　級（ ）

技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 級職 員 数 (人） （％）構 成 比 （人）職 員 数 構 成 比

   ウ  級別職員数　　　

1 級

主 事

労 務 主 事

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

1　級

2　級

3　級

区 分

企 業 職

技 能 労 務 職 技 能 主 事

主 任 主 事

技 能 主 事

2 級

（ ）

（ ）

（ ）

1

3

（ ）

（ ）

（ ）1　級



（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 4 4

（人）

（人）

（人） 2 2

（人） 2 2

（人）

（人）

比 率 （％） 66.7 66.7

（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 4 4

（人）

（人）

（人） 1 1

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 66.7 66.7

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

前  年  度

（Ｂ）/（Ａ）

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

6 号 級

8 号 級

企　　業　　職 技 能 労 務 職

3 号 級

4 号 級

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

（Ｂ）/（Ａ）

号 級 数 別 内 訳

1 号 級

2 号 級

   エ  昇 給 

合　　　　　　　　計区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

8 号 級

4 号 級

本  年  度

6 号 級

3 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.25)

4.3

(2.2)

4.2

(2.25)

4.3

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

49.59

備　　　考

 栃木県市町村総合事務組合加入

 栃木県市町村総合事務組合加入49.59

有

有

有

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

区　　　　分

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支 給 率 等 25.55625 49.59

25.55625

一 般 会 計 の 制 度

49.59

25年勤続の者

(月分）

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

備 考

支　給　期　別　支　給　率

区 分 支給率計（月分）

区　　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容

同　　　　じ

同　　　　じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　じ

34.5825

34.5825

12月(月分）6月（月分）

(1.05)

2.075

(1.2)

2.225

(1.025)

2.025

(1.05)

2.075

(1.175)

2.175

(1.2)

2.225



（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

平成25年度から

平成28年度まで

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　項 限　度　額

194,509 平成29年度 48,968

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 24 年 度 包 括 的 民 間 委 託 259,040 48,968 

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
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1 円 円 円

（１）  給 水 収 益

（２）  受 託 工 事 収 益

（３）  そ の 他 の 営 業 収 益

2

（１）  原 水 及 び 浄 水 費

（２）  配 水 及 び 給 水 費

（３）  受 託 工 事 費

（４）  総 係 費

（５）  減 価 償 却 費

（６）  資 産 減 耗 費

3

（１）  受 取 利 息 及 び 配 当 金

（２）  他 会 計 補 助 金 １，１２９，４０３

５０，１４３，８１７

平成２８年度高根沢町水道事業予定損益計算書

( 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

４９８，７７８，４１８２７，１８１，５８７

４４８，６３４，６０１

１，８２４，４２６

０

８８，０３６，３７５

２４７，４８８，２２０

　営　 業 　外　 収　 益

　営　 業　 利　 益

３０，３５２，９００

５，０００，０００

４７１，５９６，８３１

７７，７５７，１０６

０

　営　 業 　収　 益

　営　 業　 費 　用



（３）  他 会 計 負 担 金

（４）  消 費 税 還 付 金

（５）  雑 収 益

（６）  長 期 前 受 金 戻 入

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過 年 度 損 益 修 正 損

４２，２４３，３３４

△２００，０００

そ の 他 未 処 分 利益 剰余 金変 動額 １０５，４９４，６４２

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

　特　 別 　利 　益

２００，０００ ２００，０００

　営　 業　 外 　費　 用

０

０

６３，２３８，０２１

２９，１４９，１３０

５７６，７６５

１３，０９４，２０４

３８，７１２，７４０

２８，９７９，５５０

０

０

１６９，５８０

    経 　常　 利 　益

１６８，５３２，６６３

当 年 度 純 利 益 ６３，０３８，０２１

０

０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

　特　 別 　損　 失

－313－



－314－

資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具・器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

７，４１２，１１０

３，８６２，３８５，５３３ ６，６７４，９８８，２８９

６，６５０，７２４ ７６１，３８６

３，９９１，６８５ １，０５３，５８０

平 成 ２ ８ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

１，２６４，６００，１７８

１，０００，４７４，１１４ ２６４，１２６，０６４

５，０４５，２６５

１３４，３０７，５２３ １３１，８６４，８６０

１０，５３７，３７３，８２２

１８，５６０，０００ １８，５６０，０００

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２６６，１７２，３８３



2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

（４）  そ の 他 流 動 資 産

７，２１７，７８３，３２３

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

８，１７０，３３４，４１６

９５２，５５１，０９３

有 形 固 定 資 産 合 計 ７，２１７，７８３，３２３

固 定 資 産 合 計

５００，０００

９２９，３３４，２０８

３，８７６，９４２

　流 　動 　資 　産

１８，８３９，９４３

１９，１１９，９４３

△２８０，０００

－315－



－316－

負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

９９４，７２９，４９１

２，２１３，７４１，７１１

８４３，０９６，６１２

１５２，３２１，５００

１０８，１３８，９０６

２０，５００，０００

２０，２９１，５９４

３，３９１，０００

負 債 合 計

１，８３７，８２６，１０３

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

１，０６６，６９０，７２０

固 定 負 債 合 計 １，０６６，６９０，７２０



資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１）  自己資本金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 （ 県 ） 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計 １，６６６，４４２，０７７

６０２，８４９，０２８

３，９５２，６０８，１６４

自 己 資 本 金 合 計 ３，９５２，６０８，１６４

９５５，２４２，１４８

１０８，３５０，９０１

４６，３０８，７５４

１，８９１，３２９，７４７

資 本 金 合 計

２，０１４，９６９，６６３
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計 ２，００３，９８４，５４１

資 本 合 計 ５，９５６，５９２，７０５

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

１６８，５３２，６６３

８，１７０，３３４，４１６

３３７，５４２，４６４

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

８２，３６７，７４４



資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具・器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

平 成 ２ ９ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２６６，１７２，３８３

１４０，６１４，２４３ １２５，５５８，１４０

１０，７１２，０４８，８２２

４，０８５，６８１，５３３ ６，６２６，３６７，２８９

１，３８９，０７８，４２８

１，０２０，８８４，２５５ ３６８，１９４，１７３

５，０４５，２６５

０ ０

４，２４０，３７０ ８０４，８９５

８，６１２，１１０

６，８４８，６５４ １，７６３，４５６

－319－



－320－

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

（４）  そ の 他 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 ７，２４９，１１７，０９７

固 定 資 産 合 計 ７，２４９，１１７，０９７

　流 　動 　資 　産

８２０，９５１，２００

２５，１７３，５５２

△２００，０００ ２４，９７３，５５２

３，８７６，９４２

５００，０００

流 動 資 産 合 計 ８５０，３０１，６９４

資 産 合 計 ８，０９９，４１８，７９１



負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

９５５，８３４，２６６

固 定 負 債 合 計 ９５５，８３４，２６６

１１０，８５６，４５４

８，７２６，１５４

３，３９１，０００

２０，９００，０００

流 動 負 債 合 計 １４３，８７３，６０８

１，８７７，８２６，１０３

８８１，９０３，０１９

繰 延 収 益 合 計 ９９５，９２３，０８４

負 債 合 計 ２，０９５，６３０，９５８
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１）  自己資本金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 （ 県 ） 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受 贈 財 産 評 価 額

２，１２０，４６４，３０５

資 本 金 合 計 ４，０７５，２９７，９３４

自 己 資 本 金 合 計 ４，０７５，２９７，９３４

４６，３０８，７５４

１，９０８，５２４，８７５

９５５，２４２，１４８

資 本 剰 余 金 合 計 １，６６６，４４２，０７７

６０２，８４９，０２８

１０８，３５０，９０１



（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

３７，２６６，８５９

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

１３８，１３８，９０６

利 益 剰 余 金 合 計 ２６２，０４７，８２２

剰 余 金 合 計 １，９２８，４８９，８９９

資 本 合 計 ６，００３，７８７，８３３

負 債 ・ 資 本 合 計 ８，０９９，４１８，７９１
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

量水器 先入先出法による原価法

材料　　　　　先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物（簡易建物を含む） ４～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ６～２２年

車両及び運搬具 ４～６年

工具器具及び備品 ５～２０年

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町村総合事務組合

　への一般負担金のみを水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

　負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。



（３）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　その他の注記

（１）引当金の取り崩し

　イ　賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、また賞与に係る法定福利費を支出するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

　ロ　貸倒引当金

　　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。
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収　　　入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 水道事業収 576,306 572,866 3,440

益
1 営業収益 535,298 531,369 3,929

1 給水収益 506,672 504,398 2,274 水道料金 506,672 料金水量　2,400,489㎥ 506,672

2 1 1 0 給水工事金 1 給水工事金 1

3 28,625 26,970 1,655 手数料 405 給水装置工事設計審査手数料等 405

負担金 5,494 消火栓維持管理負担金等 5,494

水道加入金 12,960 新規加入　85件 12,960

9,756 下水道使用料徴収業務受託費 9,756

雑収益 10 給水工事設計書販売代金 10

2 営業外収益 41,006 41,495 △ 489

1 1,315 1,650 △ 335 預金利息 1,315 預金利息 1,315

2 976 1,130 △ 154 976

976

3 1 1 0 1 他会計負担金 1

統合前の簡易水道事業の建設改良のために発
行された企業債の償還利息に対する一般会計
からの補助

他会計補助
金

その他受託
収益

受託工事収
益

比 較 説　　　　　　明

その他の営
業収益

区 分 金 額

他会計補助
金

他会計負担
金

受取利息及
び配当金

他会計負担
金

平成29年度高根沢町水道事業会計予算明細書

節
款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出



収　　　入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4 1 1 0 1 消費税還付金 1

5 38,712 38,712 0 38,712 長期前受金収益化額 38,712

6 雑収益 1 1 0 1 その他雑収益 1

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

節

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入

款 項 目 比 較

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

固定資産売
却益

その他雑収
益

説　　　　　　明
区 分 金 額

消費税還付
金

消費税還付
金

－327－
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支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 528,468 539,157 △ 10,689

1 営業費用 486,882 487,742 △ 860

1 100,775 95,222 5,553 光熱水費 195 水源地電気料 195

動力費 24,223 水源地・浄水場機械装置運転に係る電力料 24,223

修繕費 25,428 水源地・浄水場設備の修繕等に係る費用 25,428

保険料 2,333

2,333

委託料 14,784 水源地・浄水場の施設運転管理委託 14,784

賃借料 92 水源施設用地借上料 92

受水費 33,720 県企業局鬼怒用水供給事業からの受水費 33,720

2 35,473 35,985 △ 512 備消品費 601 配水施設の維持管理に係る備消耗品費等 601

光熱水費 251 配水場電気料 251

動力費 3,616 配水場機械装置運転に係る電力料 3,616

修繕費 9,335 配水設備等の修繕に係る費用 9,335

材料費 1,000 配水管修繕工事等に係る材料費 1,000

手数料 4,394 検定満了量水器交換手数料 4,394

保険料 1,057 配水施設の建物及び機械設備に係る保険料 1,057

委託料 11,716 配水場の施設運転管理委託等 11,716

賃借料 1,343 配水場・配水管埋設用地借上料 1,343

路面復旧費 2,160 道路舗装復旧費用 2,160

節

水道事業費
用

取水・浄水施設の建物及び機械設備に係る保
険料

原水及び浄
水費

配水及び給
水費

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額



支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 受託工事費 2 2 0 修繕費 1 修繕費 1

材料費 1 材料費 1

4 総係費 93,685 96,365 △ 2,680 給料 23,936 6名分 23,936

手当 15,297 扶養手当 930

通勤手当 250

住居手当 174

時間外勤務手当 860

管理職手当 1,175

管理職特別勤務手当 60

期末手当 3,773

勤勉手当 2,522

児童手当 540

退職手当負担金 5,013

法定福利費 6,814 共済組合負担金 6,736

公務員災害補償基金負担金 78

賞与引当金 3,391 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れる額 2,861

繰入額 530

貸倒損失 1 不納欠損金 1

貸倒引当金 200 債権の不納欠損に備えるため、引当金に繰り入れ

繰入額 る額 200

旅費 263 研修等に係る交通運賃・宿泊料 263

備消品費 700 事務用の備消耗品費 700

燃料費 195 公用車燃料費 195

印刷製本費 171 郵送用封筒等 171

光熱水費 747 上下水道事務所電気料等 747

法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰り入れる額

説　　　　　　明款 項 目 比 較
節

区 分 金 額

－329－
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支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

修繕費 350 公用車の車検整備費用等 350

通信運搬費 2,052 水道料金等納入通知書郵送料等 2,052

手数料 1,717 コンビニ収納に係る取扱手数料等 1,717

保険料 121 公用車に係る保険料等 121

委託料 32,399 上下水道事業料金関係業務委託等 32,399

使用料 4,871 事務機器使用料等 4,871

会費負担金 134 日本水道協会本部会費 101

日本水道協会関東地方支部会費 20

日本水道協会栃木県支部会費 5

矢塩地区水道整備促進協議会負担金 8

研修費 303 研修受講料 303

公課費 23 公用車車検時自動車重量税 23

5 減価償却費 250,740 255,133 △ 4,393 250,740 有形固定資産に係る減価償却費 250,740

6 資産減耗費 6,207 5,035 1,172 6,207 機械設備更新等に伴う除却費 6,207

2 営業外費用 36,486 46,130 △ 9,644

1 26,336 28,980 △ 2,644 企業債利息 26,336 企業債の償還利息 26,336

2 消費税 10,000 17,000 △ 7,000 消費税 10,000 消費税及び地方消費税納付額 10,000

3 雑支出 150 150 0 150 その他雑支出 150

款 項 目 比 較

その他雑支
出

支払利息及
び企業債取
扱諸費

説　　　　　　明
区 分 金 額

固定資産除
却費

有形固定資
産減価償却
費

節



支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 特別損失 100 285 △ 185

1 100 285 △ 185 貸倒損失 100 不納欠損金 100

4 予備費 5,000 5,000 0

1 予備費 5,000 5,000 0 予備費 5,000 予備費 5,000

款 項 目 比 較

過年度損益
修正損

説　　　　　　明
節

区 分 金 額

－331－
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収　　　入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 57,197 22,231 34,966

1 出資金 17,195 16,780 415

1 出資金 17,195 16,780 415 17,195

17,195

2 負担金 1 550 △ 549

1 負担金 1 550 △ 549 1 消火栓設置に伴う一般会計負担金 1

3 国庫補助金 40,000 4,900 35,100

1 国庫補助金 40,000 4,900 35,100 40,000 水道施設等耐震化事業交付金 40,000

4 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

統合前の簡易水道事業の建設改良のために発
行された企業債の償還元金に対する一般会計
からの繰出し

一般会計出
資金

消火栓設置
費負担金

水道施設整
備費国庫補
助金

有形固定資
産売却代金



支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 420,934 253,880 167,054

1 建設改良費 312,795 148,385 164,410

1 水道改良費 304,855 142,200 162,655 委託料 4,500 配水管布設替工事に係る監督委託等 4,500

工事請負費 300,355 石綿セメント管布設替工事等　 300,355

2 営業設備費 7,940 6,185 1,755 量水器費 6,640 出庫量水器価額 6,640

1,300 電話機購入 1,300

2 108,139 105,495 2,644

1 108,139 105,495 2,644 元金 108,139 企業債の償還元金 108,139

工具・器具・
備品購入費

企業債償還
金

企業債償還
金

説　　　　　　明
区 分 金 額

節
款 項 目 比 較
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１７，２８９千円

２３８，３０９千円

１０８，１３９千円減債積立金

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　３６３，７３７千円は、次により補てんするものとする。

過年度損益勘定内部留保資金

当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額


